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院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
利
用
に
関
す
る
原
子
力
の
安
全
の
確
保
の
た
め
の
基
盤
の
整
備
を
図
り
、
あ
わ
せ
て

公
益
法
人
に
対
す
る
国
の
関
与
に
つ
い
て
の
改
革
を
行
う
た
め
、
独
立
行
政
法
人
原
子
力
安
全
基
盤
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と

い
う

）
を
設
立
し
、
そ
の
名
称
、
目
的
、
業
務
の
範
囲
等
に
関
す
る
事
項
を
定
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
主
な

。

内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
機
構
の
目
的

機
構
は
、
原
子
力
施
設
及
び
原
子
炉
施
設
に
関
す
る
検
査
等
を
行
う
と
と
も
に
、
原
子
力
施
設
及
び
原
子
炉
施
設
の
設
計

に
関
す
る
安
全
性
の
解
析
及
び
評
価
等
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
利
用
に
関
す
る
原
子
力
の
安
全
の
確

保
の
た
め
の
基
盤
の
整
備
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

二
、
資
本
金

政
府
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
予
算
で
定
め
る
金
額
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
機
構
に
出
資
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
機
構
は
、
政
府
の
出
資
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
出
資
額
を
資
本
金
と
し
、
又
は
そ
の
出
資
額
に
よ
り
資
本
金
を
増
加
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す
る
。

三
、
役
員

機
構
に
は
、
役
員
と
し
て
、
理
事
長
及
び
監
事
二
人
を
置
き
、
理
事
三
人
以
内
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。
理
事
長
の
任
期

は
四
年
と
し
、
理
事
及
び
監
事
の
任
期
は
二
年
と
す
る
。

四
、
秘
密
保
持
義
務

機
構
の
役
員
及
び
職
員
は
、
職
務
上
知
る
こ
と
の
で
き
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。
そ
の
職
を
退
い
た
後
も
同
様

と
す
る
。

五
、
役
員
及
び
職
員
の
地
位

機
構
の
役
員
及
び
職
員
は

刑
法
そ
の
他
の
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は

法
令
に
よ
り
公
務
に
従
事
す
る
職
員
と
み
な
す

、

、

。

六
、
業
務
の
範
囲

機
構
は
、
次
の
業
務
を
行
う
。

１

原
子
力
施
設
及
び
原
子
炉
施
設
に
関
す
る
検
査
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
業
務

２

原
子
力
施
設
及
び
原
子
炉
施
設
の
設
計
に
関
す
る
安
全
性
の
解
析
及
び
評
価
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３

原
子
力
災
害
の
予
防
、
拡
大
の
防
止
及
び
復
旧
に
関
す
る
業
務

４

エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
利
用
に
関
す
る
原
子
力
の
安
全
の
確
保
に
関
す
る
調
査
、
試
験
、
研
究
及
び
研
修

５

エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
の
利
用
に
関
す
る
原
子
力
の
安
全
の
確
保
に
関
す
る
情
報
の
収
集
、
整
理
及
び
提
供

６

１
か
ら
５
ま
で
の
業
務
に
附
帯
す
る
業
務

７

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
第
六
十
八
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ

る
立
入
検
査
、
質
問
又
は
収
去

８

電
気
事
業
法
第
百
七
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査

９

そ
の
他
、
１
か
ら
８
ま
で
の
業
務
の
遂
行
に
支
障
の
な
い
範
囲
内
で
、
国
の
行
政
機
関
の
求
め
に
応
じ
て
原
子
力
の
安

全
の
確
保
に
関
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

七
、
区
分
経
理

機
構
は
、
業
務
ご
と
に
経
理
を
区
分
し
、
そ
れ
ぞ
れ
勘
定
を
設
け
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

八
、
特
に
必
要
が
あ
る
場
合
の
経
済
産
業
大
臣
の
要
求

経
済
産
業
大
臣
は
、
原
子
炉
施
設
の
安
全
な
使
用
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
生
じ
た
場
合
等
に
お
い
て
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
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と
し
て
の
利
用
に
関
す
る
原
子
力
の
安
全
の
確
保
の
た
め
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
機
構
に
対
し
、
そ
の
業
務

に
関
し
必
要
な
措
置
を
と
る
こ
と
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

九
、
主
務
大
臣
等

機
構
の
主
務
大
臣
、
主
務
省
及
び
主
務
省
令
は
、
経
済
産
業
大
臣
、
経
済
産
業
省
、
経
済
産
業
省
令
と
す
る
。

十
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
の
適
用
に
関
す
る
特
例

機
構
の
役
員
及
び
職
員
は
、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
職
員
に
は
該
当
し
な
い
も
の

と
す
る
。

十
一
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
一
部
を
除
き
、
平
成
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。


